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説  明  書

報告第２号 一般会計予算の繰越しについて（継続費）

平成30年度の一般会計予算のうち、クリーンセンター長寿命化事業について繰越額

が確定したので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第145条第１項の規定に

より報告するものです。

参考は、別紙のとおりです。

報告第３号 水道事業会計予算の繰越しについて（継続費）

平成30年度の水道事業会計予算のうち、神座配水池整備工事について繰越額が確定

したので、地方公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第18条の２第１項の規定

により報告するものです。

参考は、別紙のとおりです。

報告第４号 病院事業会計予算の繰越しについて（継続費）

平成30年度の病院事業会計予算のうち、新病院建設事業について繰越額が確定した

ので、地方公営企業法施行令第18条の２第１項の規定により報告するものです。

参考は、別紙のとおりです。

報告第５号 一般会計予算の繰越しについて（繰越明許費）

平成30年度の一般会計予算のうち、内陸フロンティア推進区域整備事業ほか18件の

繰越明許費について繰越額が確定したので、地方自治法施行令第146条第２項の規定

により報告するものです。

参考は、別紙のとおりです。

報告第６号 公共下水道事業特別会計予算の繰越しについて（繰越明許費）

平成30年度の公共下水道事業特別会計予算のうち、汚水管渠整備事業について繰越

額が確定したので、地方自治法施行令第146条第２項の規定により報告するもので

す。

参考は、別紙のとおりです。

報告第７号 水道事業会計予算の繰越しについて（建設改良費）

平成30年度の水道事業会計予算のうち、建設改良事業について繰越額が確定したの

で、地方公営企業法第26条第３項の規定により報告するものです。

参考は、別紙のとおりです。

報告第８号 病院事業会計予算の繰越しについて（建設改良費）

平成30年度の病院事業会計予算のうち、設備費について繰越額が確定したので、地

方公営企業法第26条第３項の規定により報告するものです。



参考は、別紙のとおりです。

報告第９号 専決処分した事件の承認について（島田市税条例等の一部を改正する条

例）

地方税法等の一部を改正する法律（平成31年法律第２号）及び地方税法施行令等の

一部を改正する政令（平成31年政令第87号）が平成31年３月29日に公布され、同年４

月１日及び６月１日から施行されることに伴い、条例の一部を改正する必要が生じま

したが、議会を招集する時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第179条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告

し、承認を求めるものです。

参考は、別紙のとおりです。

報告第10号 専決処分した事件の承認について（島田市都市計画税条例の一部を改正

する条例）

地方税法等の一部を改正する法律及び地方税法施行令等の一部を改正する政令が平

成31年３月29日に公布され、同年４月１日及び６月１日から施行されることに伴い、

条例の一部を改正する必要が生じましたが、議会を招集する時間的余裕がなかったた

め、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定に

より報告し、承認を求めるものです。

参考は、別紙のとおりです。

報告第11号 専決処分した事件の承認について（島田市国民健康保険税条例の一部を

改正する条例）

地方税法等の一部を改正する法律及び地方税法施行令等の一部を改正する政令が平

成31年３月29日に公布され、同年４月１日及び６月１日から施行されることに伴い、

条例の一部を改正する必要が生じましたが、議会を招集する時間的余裕がなかったた

め、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定に

より報告し、承認を求めるものです。

参考は、別紙のとおりです。

議案第39号 島田市税条例の一部を改正する条例について

平成31年３月に公布された地方税法等の一部を改正する法律の施行に伴い、個人市

民税について単身児童扶養者を非課税措置の対象に加えるとともに、軽自動車税につ

いてグリーン化特例の段階的な改正及び消費税引上げに伴う環境性能割の臨時的軽減

を行うため、条例の一部を改正し、一部の規定を除き令和元年10月１日から施行しよ

うとするものです。

参考は、別紙のとおりです。

議案第40号 島田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例について

平成30年６月に公布された地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図



るための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第66号）及び平成31年１月に公

布された災害弔慰金の支給等に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成31年政

令第16号）の施行に伴い、災害援護資金に関する貸付利率、保証人等について定める

ため、条例の一部を改正し、公布の日から施行しようとするものです。

参考は、別紙のとおりです。

議案第41号 島田市介護保険条例の一部を改正する条例について

平成31年３月に公布された介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に

関する政令の一部を改正する政令（平成31年政令第118号）等が施行され、低所得で

ある第１号被保険者の保険料率の軽減が強化されたことに伴い、保険料率を引き下げ

るため、条例の一部を改正し、公布の日から施行しようとするものです。

参考は、別紙のとおりです。

議案第42号 しまだ音楽広場条例について

しまだ音楽広場に指定管理者制度を導入するため、条例の全部を改正し、一部の規

定を除き令和２年４月１日から施行しようとするものです。

議案第43号 財産の取得について

島田市消防団の消防ポンプ自動車２台を取得するため、議会の議決に付すべき契約

及び財産の取得又は処分に関する条例（平成17年条例第46号）第３条の規定により、

議会の議決を求めるものです。

参考は、別紙のとおりです。

議案第44号 市道路線の認定について

宅地分譲により寄附を受けた３路線を認定するため、道路法（昭和27年法律第180

号）第８条第２項の規定により議会の議決を求めるものです。

参考は、別紙のとおりです。
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節 繰 越 額

円 円

13 委託料 2,005,200 施工監理委託料

15 工事請負費 18,400,000 し尿処理設備更新工事費

20,405,200
クリーンセンター長寿命化事
業

事　  　業  　　名 説　  　明

平成30年度一般会計予算継続費節別内訳書

左 の 節 別 内 訳翌 年 度
繰 越 額

報告第２号
参 考

‐1‐



節 繰越額

円 円

神座配水池整備工事 39,016,000 1 工事請負費 39,016,000 神座配水池整備工事

報告第３号
参      考

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

平成30年度水道事業会計継続費繰越額節別内訳書

説明

‐2‐



節 繰越額

円 円

新病院建設事業 1,133,200,000 1 工事費 1,133,200,000
新市立島田市民病院建設工
事

報告第４号
参      考

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

平成30年度病院事業会計継続費繰越額節別内訳書

説明

‐3‐



節 繰 越 額

円 円

20,644,000 15 工事請負費 20,644,000 集会所建築工事費

17,928,000 13 委託料 17,928,000 計画策定委託料

17,837,000
19 負担金、補助
　　及び交付金

17,837,000
被災農業者向け経営体育成
支援事業費補助金

53,287,000
19 負担金、補助
　　及び交付金

53,287,000 改良工事費補助金

24,600,000 15 工事請負費 24,600,000 農道工事費（蛭川農道）

5,064,000 15 工事請負費 5,064,000 出入口工事費

44,800,000 15 工事請負費 44,800,000 道路工事費

77,598,000 15 工事請負費 77,598,000 道路工事費

15 工事請負費 31,775,720 道路工事費

17 公有財産購入
　　費

10,790,000 土地購入費

22 補償、補填及
　　び賠償金

5,910,000 補償金

13 委託料 19,460,520 設計委託料

17 公有財産購入
　　費

8,001,249 土地購入費

22 補償、補填及
　　び賠償金

15,668,208 補償金

17 公有財産購入
　　費

863,205 土地購入費

22 補償、補填及
　　び賠償金

3,974,763 補償金

13 委託料 9,008,000
廃棄物運搬処理委託料（森の
谷橋）

15 工事請負費 103,247,000
橋りょう工事費（森の谷橋、桜
高架橋、千歳橋）

10,564,560 13 委託料 10,564,560 測量設計委託料

被災農業者向け経営体育成支
援事業

農道整備事業

川根温泉管理運営経費

生活道路改良事業

橋りょう長寿命化修繕・耐震
事業

茶生産施設等整備事業

横岡新田牛尾線改良事業

東町御請線改良事業

向島町公園整備事業

112,255,000

事　  　業  　　名

空港周辺プロジェクト推進事
業

市役所周辺整備事業

48,475,720

島竹下線改良事業 43,129,977

4,837,968

説　  　明

平成30年度一般会計予算繰越明許費節別内訳書

左 の 節 別 内 訳翌 年 度
繰 越 額

道悦旭町線改良事業

報告第５号
参 考

‐4‐



節 繰 越 額

円 円

13 委託料 32,600,000
測量設計委託料
登記委託料

15 工事請負費 113,400,000
排水路整備工事費
道路工事費

17 公有財産購入
　　費

36,800,000 土地購入費

22 補償、補填及
　　び賠償金

6,000,000 補償金

13 委託料 42,220,000
設計委託料
調査委託料

15 工事請負費 59,900,000 道路工事費

19 負担金、補助
　　及び交付金

39,312,000 施設整備補助金

2,658,000 15 工事請負費 2,658,000 受変電設備工事費

956,000
19 負担金、補助
　　及び交付金

956,000 文化財保存費補助金

19,200,000 15 工事請負費 19,200,000 農道工事費（蓬莱橋）

80,000,000 15 工事請負費 80,000,000
道路工事費（石上日掛線、渡
島久奈平線）

道路施設災害復旧事業

賑わい交流拠点整備事業 141,432,000

指定文化財管理経費

説　  　明事　  　業  　　名
左 の 節 別 内 訳

内陸フロンティア推進区域整
備事業

188,800,000

小学校施設管理経費

農業用施設災害復旧事業

翌 年 度
繰 越 額

‐5‐



節 繰 越 額

円 円

13 委託料 14,648,000 測量設計委託料ほか

15 工事請負費 204,312,000
管渠工事費（本通六丁目地
内ほか）

22 補償、補填及
　　び賠償金

133,078,000 補償金

352,038,000

説　  　明

平成30年度公共下水道事業特別会計予算繰越明許費節別内訳書

左 の 節 別 内 訳翌 年 度
繰 越 額

事　  　業  　　名

汚水管渠整備事業

報告第６号
参 考

‐6‐



節 繰越額

円 円

建設改良事業 210,000,000 1 工事請負費 210,000,000
大井町静居寺橋線配水管布
設替工事ほか６件

報告第７号
参      考

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

平成30年度水道事業会計予算繰越額節別内訳書

説明

‐7‐



節 繰越額

円 円

設備費 28,070,000 1 器械器具購入費 28,070,000 医療器械器具

報告第８号
参      考

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

平成30年度病院事業会計予算繰越額節別内訳書

説明

‐8‐



（最終印刷日時：2019/05/07 午後 3 時 4 分）

- 1 -

新 旧 条 文

例規名        

新   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

    島田市税条例等

○島田市税条例（第１条関係）

（寄附金税額控除）

第34条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の７第１項第１号及び第２

号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を支出した場合には、同項に

規定するところにより控除すべき金額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規

定する特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例

控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」という｡)をその者の第34条

の３及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場

合において、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所

得割の額に相当する金額とする。

(1)

  省略

(5)

２ 前項の特例控除額は、法第314条の７第11項（法附則第５条の６第２項の規定に

より読み替えて適用される場合を含む｡)に定めるところにより計算した金額とす

る。

附 則

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第７条の３の２ 平成22年度から平成45年度までの各年度分の個人の市民税に限り、

所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41条又は第41条の２

の２の規定の適用を受けた場合（居住年が平成11年から平成18年まで又は平成21年

から平成33年までの各年である場合に限る｡)において、前条第１項の規定の適用を

受けないときは、法附則第５条の４の２第５項（同条第７項の規定により読み替え

て適用される場合を含む｡)に規定するところにより控除すべき額を、当該納税義務

者の第34条の３及び第34条の６の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。

報告第９号
参   考

～
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○島田市税条例（第１条関係）

（寄附金税額控除）

第34条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の７第１項第１号及び第２

号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を支出した場合においては、

同項に規定するところにより控除すべき金額（当該納税義務者が前年中に同項第１

号に掲げる寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を

加算した金額。以下この項において「控除額」という｡)をその者の第34条の３及び

前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合におい

て、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所得割の額

に相当する金額とする。

(1)

  省略

(5)

２ 前項の特例控除額は、法第314条の７第２項（法附則第５条の６第２項の規定に

より読み替えて適用される場合を含む｡)に定めるところにより計算した金額とす

る。

附 則

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第７条の３の２ 平成22年度から平成43年度までの各年度分の個人の市民税に限り、

所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41条又は第41条の２

の２の規定の適用を受けた場合（居住年が平成11年から平成18年まで又は平成21年

から平成33年までの各年である場合に限る｡)において、前条第１項の規定の適用を

受けないときは、法附則第５条の４の２第６項（同条第９項の規定により読み替え

て適用される場合を含む｡)に規定するところにより控除すべき額を、当該納税義務

者の第34条の３及び第34条の６の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。

２ 前項の規定は、次に掲げる場合に限り適用する。

(1) 前項の規定の適用を受けようとする年度分の第36条の２第１項の規定による申

告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出さ

れたもの及びその時までに提出された第36条の３第１項の確定申告書を含む｡)に

租税特別措置法第41条第１項に規定する住宅借入金等特別税額控除額の控除に関

する事項の記載がある場合（これらの申告書にその記載がないことについてやむ

を得ない理由があると市長が認める場合を含む｡)

～
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２ 前項の規定の適用がある場合における第34条の８及び第34条の９第１項の規定の

適用については、第34条の８中「前２条」とあるのは「前２条並びに附則第７条の

３の２第１項」と、第34条の９第１項中「前３条」とあるのは「前３条並びに附則

第７条の３の２第１項」とする。第７条の４ 第314条の７の規定の適用を受ける

市民税の所得割の納税義務者が、法第314条の７第２項第２号若しくは第３号に掲

げる場合に該当する場合又は第34条の３第２項に規定する課税総所得金額、課税退

職所得金額及び山林所得金額を有しない場合であって、当該納税義務者の前年中の

所得について、附則第16条の３第１項、附則第16条の４第１項、附則17条第１項、

附則第18条第１項、附則第19条の２第１項又は附則第20条第１項の規定の適用を受

けるときは、第34条の７第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわら

ず、法附則第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適

用される場合を含む｡)に定めるところにより計算した金額とする。

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第７条の４ 第34条の７の規定の適用を受ける市民税の所得割の納税義務者が、法第

314条の７第11項第２号若しくは第３号に掲げる場合に該当する場合又は第34条の

３第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有

しない場合であって、当該納税義務者の前年中の所得について、附則第16条の３第

１項、附則第16条の４第１項、附則第17条第１項、附則第18条第１項、附則第19条

第１項、附則第19条の２第１項又は附則第20条第１項の規定の適用を受けるとき

は、第34条の７第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附則

第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場

合を含む｡)に定めるところにより計算した金額とする。

（個人の市民税の寄附金税額控除に係る申告の特例等）

第９条 法附則第７条第８項に規定する申告特例対象寄附者（次項において「申告特

例対象寄附者」という｡)は、当分の間、第34条の７第１項及び第２項の規定により

控除すべき金額の控除を受けようとする場合には、第36条の２第４項の規定による

申告書の提出（第36条の３の規定により当該申告書が提出されたものとみなされる

所得税法第２条第１項第37号に規定する確定申告書の提出を含む｡)に代えて、法第

314条の７第２項に規定する特例控除対象寄附金（以下この項及び次条において

「特例控除対象寄附金」という｡)を支出する際、法附則第７条第８項から第10項ま

でに規定するところにより、特例控除対象寄附金を受領する都道府県の知事又は市

町村若しくは特別区の長（次項及び第３項において「都道府県知事等」という｡)に

対し、同条第８項に規定する申告特例通知書（以下この条において「申告特例通知

書」という｡)を送付することを求めることができる。
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(2) 前号に掲げる場合のほか、前項の規定の適用を受けようとする年度の初日の属

する年の１月１日現在において法第317条の６第１項の規定によって給与支払報

告書を提出する義務がある者から給与の支払を受けている者であって、前年中に

おいて給与所得以外の所得を有しなかったものが、前年分の所得税につき租税特

別措置法第41条の２の２の規定の適用を受けている場合

３ 第１項の規定の適用がある場合における第34条の８及び第34条の９第１項の規定

の適用については、第34条の８中「前２条」とあるのは「前２条並びに附則第７条

の３の２第１項」と、第34条の９第１項中「前３条」とあるのは「前３条並びに附

則第７条の３の２第１項」とする。第７条の４ 第314条の７の規定の適用を受け

る市民税の所得割の納税義務者が、法第314条の７第２項第２号若しくは第３号に

掲げる場合に該当する場合又は第34条の３第２項に規定する課税総所得金額、課税

退職所得金額及び山林所得金額を有しない場合であって、当該納税義務者の前年中

の所得について、附則第16条の３第１項、附則第16条の４第１項、附則17条第１

項、附則第18条第１項、附則第19条の２第１項又は附則第20条第１項の規定の適用

を受けるときは、第34条の７第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわ

らず、法附則第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて

適用される場合を含む｡)に定めるところにより計算した金額とする。

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第７条の４ 第34条の７の規定の適用を受ける市民税の所得割の納税義務者が、法第

314条の７第２項第２号若しくは第３号に掲げる場合に該当する場合又は第34条の

３第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有

しない場合であって、当該納税義務者の前年中の所得について、附則第16条の３第

１項、附則第16条の４第１項、附則第17条第１項、附則第18条第１項、附則第19条

第１項、附則第19条の２第１項又は附則第20条第１項の規定の適用を受けるとき

は、第34条の７第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附則

第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場

合を含む｡)に定めるところにより計算した金額とする。

（個人の市民税の寄附金控除額に係る申告の特例等）

第９条 法附則第７条第８項に規定する申告特例対象寄附者（次項において「申告特

例対象寄附者」という｡)は、当分の間、第34条の７第１項及び第２項の規定によっ

て控除すべき金額の控除を受けようとする場合には、第36条の２第４項の規定によ

る申告書の提出（第36条の３の規定により当該申告書が提出されたものとみなされ

る所得税法第２条第１項第37号に規定する確定申告書の提出を含む｡)に代えて、法

第314条の７第１項第１号に掲げる寄附金（以下この項及び次条において「地方団

体に対する寄附金」という｡)を支出する際、法附則第７条第８項から第10項までに

規定するところにより、地方団体に対する寄附金を受領する地方団体の長に対し、

同条第８項に規定する申告特例通知書（以下この条において「申告特例通知書」と

いう｡)を送付することを求めることができる。
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２ 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条において「申告特例

の求め」という｡)を行った申告特例対象寄附者は、当該申告特例の求めを行った日

から賦課期日までの間に法附則第７条第10項第１号に掲げる事項に変更があったと

きは、同条第９項に規定する申告特例対象年（次項において「申告特例対象年」と

いう｡)の翌年の１月10日までに、当該申告特例の求めを行った都道府県知事等に対

し、施行規則で定めるところにより、当該変更があった事項その他施行規則で定め

る事項を届け出なければならない。

３ 申告特例の求めを受けた都道府県知事等は、申告特例対象年の翌年の１月31日ま

でに、法附則第７条第10項の規定により申請書に記載された当該申告特例の求めを

行った者の住所（同条第11項の規定により住所の変更の届出があったときは、当該

変更後の住所）の所在地の市町村長に対し、施行規則で定めるところにより、申告

特例通知書を送付しなければならない。

４ 省略

第９条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に特例控除対象寄附金を支出

し、かつ、当該納税義務者について前条第３項の規定による申告特例通知書の送付

があった場合（法附則第７条第13項の規定によりなかったものとみなされる場合を

除く｡)には、法附則第７条の２第４項に規定するところにより控除すべき額を、第

34条の７第１項及び第２項の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものと

する。

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合）

第10条の２ 省略

２

  省略

４

５ 法附則第15条第19項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の３（都市再

生特別措置法（平成14年法律第22号）第２条第５項に規定する特定都市再生緊急整

備地域における法附則第15条第19項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分

の１）とする。

６ 法附則第15条第29項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。

７ 法附則第15条第30項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と

する。

８ 法附則第15条第30項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。

９ 法附則第15条第30項第３号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。

10 法附則第15条第31項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と

する。

11 法附則第15条第31項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。

～
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２ 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条において「申告特例

の求め」という｡)を行った申告特例対象寄附者は、当該申告特例の求めを行った日

から賦課期日までの間に法附則第７条第10項第１号に掲げる事項に変更があったと

きは、同条第９項に規定する申告特例対象年（次項において「申告特例対象年」と

いう｡)の翌年の１月10日までに、当該申告特例の求めを行った地方団体の長に対

し、施行規則で定めるところにより、当該変更があった事項その他施行規則で定め

る事項を届け出なければならない。

３ 申告特例の求めを受けた地方団体の長は、申告特例対象年の翌年の１月31日まで

に、法附則第７条第10項の規定により申請書に記載された当該申告特例の求めを行

った者の住所（同条第11項の規定により住所の変更の届出があったときは、当該変

更後の住所）の所在地の市町村長に対し、施行規則で定めるところにより、申告特

例通知書を送付しなければならない。

４ 省略

第９条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に地方団体に対する寄附金を支

出し、かつ、当該納税義務者について前条第３項の規定による申告特例通知書の送

付があった場合（法附則第７条第13項の規定によりなかったものとみなされる場合

を除く｡)においては、法附則第７条の２第４項に規定するところにより控除すべき

額を、第34条の７第１項及び第２項の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

るものとする。

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合）

第10条の２ 省略

２

  省略

４

５ 法附則第15条第18項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の３（都市再

生特別措置法（平成14年法律第22号）第２条第５項に規定する特定都市再生緊急整

備地域における法附則第15条第18項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分

の１）とする。

６ 法附則第15条第28項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。

７ 法附則第15条第29項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と

する。

８ 法附則第15条第29項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。

９ 法附則第15条第29項第３号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。

10 法附則第15条第30項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と

する。

11 法附則第15条第30項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と

する。

～
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12 法附則第15条第33項第１号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

13 法附則第15条第33項第１号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

14 法附則第15条第33項第１号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

15 法附則第15条第33項第１号ニに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

16 法附則第15条第33項第１号ホに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

17 法附則第15条第33項第２号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、４分の３とする。

18 法附則第15条第33項第２号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、４分の３とする。

19 法附則第15条第33項第３号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。

20 法附則第15条第33項第３号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。

21 法附則第15条第33項第３号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。

22 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。

23 法附則第15条第40項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の４とする。

24 法附則第15条第44項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。

25 法附則第15条第45項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。

26 法附則第15条第47項に規定する市町村の条例で定める割合は、零とする。

27 省略

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき

申告）

第10条の３ 省略

２

  省略

５

６ 法附則第15条の８第４項の家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該年度の初日の属する年の１月31日までに次に掲げる事項を記載した申告書

に令附則第12条第16項に規定する従前の家屋について移転補償金を受けたことを証

する書類を添付して市長に提出しなければならない。

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日

～
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12 法附則第15条第32項第１号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

13 法附則第15条第32項第１号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

14 法附則第15条第32項第１号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

15 法附則第15条第32項第１号ニに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

16 法附則第15条第32項第１号ホに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、３分の２とする。

17 法附則第15条第32項第２号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、４分の３とする。

18 法附則第15条第32項第２号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、４分の３とする。

19 法附則第15条第32項第３号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。

20 法附則第15条第32項第３号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。

21 法附則第15条第32項第３号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、２分の１とする。

22 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。

23 法附則第15条第39項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の４とする。

24 法附則第15条第43項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。

25 法附則第15条第44項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。

26 法附則第15条第46項に規定する市町村の条例で定める割合は、零とする。

27 省略

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき

申告）

第10条の３ 省略

２

  省略

５

～
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７ 法附則第15条の９第１項に規定する耐震基準適合住宅について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改修に要した費用を証す

る書類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して市長に提出しなければならない。この場合において、平

成25年４月１日前に当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修（当該耐震改修に要した

費用の額が30万円以上50万円以下のものに限る｡)に係る契約が締結され、同日以後

に当該耐震改修が完了するときは、当該耐震改修に係る契約をした日を証する書類

を併せて添付しなければならない。

(1)

  省略

(6)

８ 法附則第15条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第４項に

規定する居住安全改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。

(1)

  省略

(3)

(4) 令附則第12条第23項に掲げる者に該当する者の住所、氏名及び当該者が同項各

号のいずれに該当するかの別

(5) 省略

(6) 居住安全改修工事に要した費用並びに令附則第12条第24項に規定する補助金

等、居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費

(7) 省略

９ 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第10項の熱損失防止改修

専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定

する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。

(1)

  省略

(4)

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第12条第31項に規定する補助金等

(6) 省略

10 省略

11 法附則第15条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住宅又は同条第５項

に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、法附則第15条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了し

～

～

～
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６ 法附則第15条の９第１項に規定する耐震基準適合住宅について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改修に要した費用を証す

る書類及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第17項に規定する基準を満たすこ

とを証する書類を添付して市長に提出しなければならない。この場合において、平

成25年４月１日前に当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修（当該耐震改修に要した

費用の額が30万円以上50万円以下のものに限る｡)に係る契約が締結され、同日以後

に当該耐震改修が完了するときは、当該耐震改修に係る契約をした日を証する書類

を併せて添付しなければならない。

(1)

  省略

(6)

７ 法附則第15条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第４項に

規定する居住安全改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。

(1)

  省略

(3)

(4) 令附則第12条第21項に掲げる者に該当する者の住所、氏名及び当該者が同項各

号のいずれに該当するかの別

(5) 省略

(6) 居住安全改修工事に要した費用並びに令附則第12条第22項に規定する補助金

等、居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費

(7) 省略

８ 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第10項の熱損失防止改修

専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定

する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。

(1)

  省略

(4)

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第12条第29項に規定する補助金等

(6) 省略

９ 省略

10 法附則第15条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修住宅又は同条第５項

に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、法附則第15条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了し

～

～

～
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た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第11

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。

(1)

  省略

(4)

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第12条第31項に規定する補助金等

(6) 省略

12 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第13項に規定する補助

に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年

法律第123号）第７条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすことを証する書類を添

付して市長に提出しなければならない。

(1)

  省略

(6)

13 省略

（軽自動車税の税率の特例）

第16条 平成18年３月31日までに初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規定によ

る車両番号の指定（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という｡)を

受けた法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する平成31年度分の

軽自動車税に係る第82条の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。

省略

～

～
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た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第11

項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。

(1)

  省略

(4)

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第12条第29項に規定する補助金等

(6) 省略

11 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第13項に規定する補助

に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年

法律第123号）第７条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第12条第17項に規定する基準を満たすことを証する書類を添

付して市長に提出しなければならない。

(1)

  省略

(6)

12 省略

（軽自動車税の税率の特例）

第16条 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が

初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規定による車両番号の指定（以下この条

において「初回車両番号指定」という｡)を受けた月から起算して14年を経過した月

の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係る第82条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。

省略

２ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第82

条の規定の適用については、当該軽自動車が平成28年４月１日から平成29年３月31

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、平成29年度分の軽自動車税に限

り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア 3,900円 1,000円

6,900円 1,800円

10,800円 2,700円

3,800円 1,000円

5,000円 1,300円

～

～
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２ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第82

条の規定の適用については、当該軽自動車が平成29年４月１日から平成30年３月31

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成30年度分の軽自動車税に限

り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には平成31年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。

第２号ア 3,900円 1,000円

6,900円 1,800円

10,800円 2,700円

3,800円 1,000円

5,000円 1,300円

３ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（ガソリンを

内燃機関の燃料として用いるものに限る。以下この項及び次項において同じ｡)に対

する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が平成29年４月１日から平成30

年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成30年度分の軽自動車

税に限り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には平成31年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に
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３ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（ガソリンを

内燃機関の燃料として用いるものに限る。以下この条（第５項を除く｡)において同

じ｡)に対する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が平成28年４月１日か

ら平成29年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には、平成29年度分

の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア 3,900円 2,000円

6,900円 3,500円

10,800円 5,400円

3,800円 1,900円

5,000円 2,500円

４ 法附則第30条第５項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除く｡)に対する第82条の規定の適用については、当該軽自動

車が平成28年４月１日から平成29年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には、平成29年度分の軽自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア 3,900円 3,000円

6,900円 5,200円

10,800円 8,100円

3,800円 2,900円

5,000円 3,800円

５ 法附則第30条第６項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第82

条の規定の適用については、当該軽自動車が平成29年４月１日から平成30年３月31

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成30年度分の軽自動車税に限

り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には平成31年度分の軽自動車税に限り、第２項の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。

６ 法附則第30条第７項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第82

条の規定の適用については、当該軽自動車が平成29年４月１日から平成30年３月31

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成30年度分の軽自動車税に限

り、当該軽自動車が平成30年４月１日から平成31年３月31日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には平成31年度分の軽自動車税に限り、第３項の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

‐22‐



- 8 -

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。

第２号ア 3,900円 2,000円

6,900円 3,500円

10,800円 5,400円

3,800円 1,900円

5,000円 2,500円

４ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除く｡)に対する第82条の規定の適用については、当該軽自動

車が平成29年４月１日から平成30年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には平成30年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成30年４月１日から

平成31年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成31年度分の軽

自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア 3,900円 3,000円

6,900円 5,200円

10,800円 8,100円

3,800円 2,900円

5,000円 3,800円

（軽自動車税の賦課徴収の特例）

第16条の２ 市長は、軽自動車税の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２

項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの

判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第30条の２第１項に規定する国

土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ｡)に基づき当該判断をするものとす

る。

２

  省略

４

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者がすべき申告

等）

第22条 省略

２ 省略

３ 法附則第56条第４項に規定する特定被災共用土地（以下この項において「特定被

災共用土地」という｡)に係る固定資産税額の按分の申出は、同項に規定する特定被

災共用土地納税義務者（以下この項において「特定被災共用土地納税義務者」とい

う｡)の代表者が毎年１月31日までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出

して行わなければならない。

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番

～

‐23‐



- 8 -

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

する。

７ 法附則第30条第８項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（前項の規定

の適用を受けるものを除く｡)に対する第82条の規定の適用については、当該軽自動

車が平成29年４月１日から平成30年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には平成30年度分の軽自動車税に限り、当該軽自動車が平成30年４月１日から

平成31年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には平成31年度分の軽

自動車税に限り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

（軽自動車税の賦課徴収の特例）

第16条の２ 市長は、軽自動車税の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が前条第２

項から第７項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの

判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第30条の２第１項に規定する国

土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ｡)に基づき当該判断をするものとす

る。

２

  省略

４

（東日本大震災に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者がすべき申告

等）

第22条 省略

２ 省略

３ 法附則第56条第４項に規定する特定被災共用土地（以下この項において「特定被

災共用土地」という｡)に係る固定資産税額のあん分の申出は、同項に規定する特定

被災共用土地納税義務者（以下この項において「特定被災共用土地納税義務者」と

いう｡)の代表者が毎年１月31日までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提

出して行わなければならない。

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番

～
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号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(2)

  省略

(4)

(5) 法附則第56条第３項の規定により按分する場合に用いられる割合に準じて定め

た割合及び当該割合の算定方法

４ 法附則第56条第９項の規定により特定被災共用土地とみなされた特定仮換地等

（以下この項において「特定仮換地等」という｡)に係る固定資産税額の按分の申出

については、前項中「特定被災共用土地納税義務者」とあるのは「特定仮換地等納

税義務者」と、「特定被災共用土地の」とあるのは「特定仮換地等の」と、「特定

被災共用土地に」とあるのは「特定仮換地等に対応する従前の土地である特定被災

共用土地に」とする。

○島田市税条例等の一部を改正する条例（第２条関係）

第２条 島田市税条例の一部を次のように改正する。

省略

附則第15条の次に次の５条を加える。

省略

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例）

第15条の６ 省略

２ 自家用の３輪以上の軽自動車に対する第81条の４（第３号に係る部分に限る｡)

の規定の適用については、当分の間、同号中「100分の３」とあるのは、「100分

の２」とする。

附則第16条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同条第１項中

「平成18年３月31日までに初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規定による車

両番号の指定（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という｡)を受け

た法附則第30条第１項」を「法附則第30条」に、「平成31年度分」を「当該軽自動

車が最初の法第444条第３項に規定する車両番号の指定を受けた月から起算して14

年を経過した月の属する年度以後の年度分」に改め、「軽自動車税」の次に「の種

別割」を加え、同項の表を次のように改める。

省略

省略

～
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号を有しない者にあっては、住所及び氏名）

(2)

  省略

(4)

(5) 法附則第56条第３項の規定によりあん分する場合に用いられる割合に準じて定

めた割合及び当該割合の算定方法

４ 法附則第56条第９項の規定により特定被災共用土地とみなされた仮換地等（以下

この項において「仮換地等」という｡)に係る固定資産税額のあん分の申出について

は、前項中「特定被災共用土地納税義務者」とあるのは「仮換地等納税義務者」

と、「特定被災共用土地の」とあるのは「仮換地等の」と、「特定被災共用土地

に」とあるのは「仮換地等に対応する従前の土地である特定被災共用土地に」とす

る。

○島田市税条例等の一部を改正する条例（第２条関係）

第２条 島田市税条例の一部を次のように改正する。

省略

附則第15条の次に次の５条を加える。

省略

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例）

第15条の６ 省略

２ 自家用の３輪以上の軽自動車に対する第81条の４（第３号に係る部分に限る｡)

の規定の適用については、同号中「100分の３」とあるのは、「100分の２」とす

る。

附則第16条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同条第１項中

「初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規定による」を「最初の法第444条第

３項に規定する」に改め、「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同項の表を

次のように改める。

省略

省略

～
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○島田市税条例等の一部を改正する条例（第３条関係）

（島田市税条例の一部改正）

第１条 島田市税条例（平成17年島田市条例第49号）の一部を次のように改正する。

省略

第48条第１項中「による申告書」の次に「（第10項、第11項及び第13項において

「納税申告書」という｡)」を加え、同条に次の８項を加える。

10 法第321条の８第42項に規定する特定法人である内国法人は、第１項の規定に

より、納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告については、

同項の規定にかかわらず、同条第42項及び施行規則で定めるところにより、納税

申告書に記載すべきものとされている事項（次項及び第12項において「申告書記

載事項」という｡)を、法第762条第１号に規定する地方税関係手続用電子情報処

理組織を使用し、かつ、地方税共同機構（第12項において「機構」という｡)を経

由して行う方法により市長に提供することにより、行わなければならない。

11 省略

12 第10項の規定により行われた同項の申告は、申告書記載事項が法第762条第１

号の機構の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む｡)に備えられたファイルへ

の記録がされた時に同項に規定する市長に到達したものとみなす。

13 第10項の内国法人が、電気通信回線の故障、災害その他の理由により地方税関

係手続用電子情報処理組織を使用することが困難であると認められる場合で、か

つ、同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することができると認められる

場合において、同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することについて市

長の承認を受けたときは、当該市長が指定する期間内に行う同項の申告について

は、前３項の規定は、適用しない。法人税法第75条の４第２項の申請書を同項に

規定する納税地の所轄税務署長に提出した第10項の内国法人が、当該税務署長の

承認を受け、又は当該税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載した施行規

則で定める書類を、納税申告書の提出期限の前日までに、又は納税申告書に添付

して当該提出期限までに、市長に提出した場合における当該税務署長が指定する

期間内に行う同項の申告についても、同様とする。

14 前項前段の承認を受けようとする内国法人は、同項前段の規定の適用を受ける

ことが必要となった事情、同項前段の規定による指定を受けようとする期間その

他施行規則で定める事項を記載した申請書に施行規則で定める書類を添付して、

当該期間の開始の日の15日前までに、これを市長に提出しなければならない。

15 第13項の規定の適用を受けている内国法人は、第10項の申告につき第13項の規

定の適用を受けることをやめようとするときは、その旨その他施行規則で定める

事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。

16 第13項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第321条の８第51項
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○島田市税条例等の一部を改正する条例（第３条関係）

（島田市税条例の一部改正）

第１条 島田市税条例（平成17年島田市条例第49号）の一部を次のように改正する。

省略

第48条第１項中「による申告書」の次に「（第10項及び第11項において「納税申

告書」という｡)」を加え、同条に次の３項を加える。

10 法第321条の８第42項に規定する特定法人である内国法人は、第１項の規定に

より、納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告については、

同項の規定にかかわらず、同条第42項及び施行規則で定めるところにより、納税

申告書に記載すべきものとされている事項（次項において「申告書記載事項」と

いう｡)を、法第762条第１号に規定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使

用し、かつ、地方税共同機構（第12項において「機構」という｡)を経由して行う

方法その他施行規則で定める方法により市長に提供することにより、行わなけれ

ばならない。

11 省略

12 第10項の規定により行われた同項の申告は、法第762条第１号の機構の使用に

係る電子計算機（入出力装置を含む｡)に備えられたファイルへの記録がされた時

に同項に規定する市長に到達したものとみなす。
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の処分又は前項の届出書の提出があったときは、これらの処分又は届出書の提出

があった日の翌日以後の第13項前段の期間内に行う第10項の申告については、第

13項前段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項前

段の承認を受けたときは、この限りでない。

17 第13項後段の規定の適用を受けている内国法人につき、第15項の届出書の提出

又は法人税法第75条の４第３項若しくは第６項（同法第81条の24の３第２項にお

いて準用する場合を含む｡)の処分があったときは、これらの届出書の提出又は処

分があった日の翌日以後の第13項後段の期間内に行う第10項の申告については、

第13項後段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項

後段の書類を提出したときは、この限りでない。

省略

   附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行す

る。

(1)

  省略

(5)

(6) 第１条中島田市税条例第23条第１項及び第３項並びに第48条第１項の改正規定

並びに同条に８項を加える改正規定並びに次条第３項の規定 平成32年４月１日

(7)

  省略

(11)

（市民税に関する経過措置）

第２条 省略

２ 省略

３ 第１条の規定による改正後の島田市税条例第23条第１項及び第３項並びに第48条

第10項から第17項までの規定は、前条第６号に掲げる規定の施行の日以後に開始す

る事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民

税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始

した連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。

～

～
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１

２

３

４

５

６

７

８

９

10
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25

26

27

28

29

30
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35

36

37

38

39

40

省略

   附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行す

る。

(1)

  省略

(5)

(6) 第１条中島田市税条例第23条第１項及び第３項並びに第48条第１項の改正規定

並びに同条に３項を加える改正規定並びに次条第３項の規定 平成32年４月１日

(7)

  省略

(11)

（市民税に関する経過措置）

第２条 省略

２ 省略

３ 第１条の規定による改正後の島田市税条例第23条第１項及び第３項並びに第48条

第10項から第12項までの規定は、前条第６号に掲げる規定の施行の日以後に開始す

る事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民

税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始

した連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。

～

～

‐30‐



（最終印刷日時：2019/05/07 午後 3 時 4 分）

- 1 -

新 旧 条 文

例規名              

新   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

  島田市都市計画税条例  

   附 則

１

  省略

６

（法附則第15条第19項の条例で定める割合）

７ 法附則第15条第19項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の３（都市再

生特別措置法（平成14年法律第22号）第２条第５項に規定する特定都市再生緊急整

備地域における法附則第15条第19項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分

の１）とする。

（法附則第15条第40項の条例で定める割合）

８ 法附則第15条第40項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の４とする。

（法附則第15条第44項の条例で定める割合）

９ 法附則第15条第44項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。

（法附則第15条第45項の条例で定める割合）

10 法附則第15条第45項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。

11

  省略

18

19 法附則第15条第１項、第13項、第18項、第19項、第21項から第25項まで、第27

項、第28項、第32項、第36項、第40項、第43項から第45項まで若しくは第48項から

第50項まで、第15条の２第２項又は第15条の３の規定の適用がある各年度分の都市

計画税に限り、第２条第２項中「又は第34項」とあるのは「若しくは第34項又は法

附則第15条から第15条の３まで」とする。

20 省略

報告第10号
参   考

～

～
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対 照 表

旧   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

   附 則

１

  省略

６

（法附則第15条第18項の条例で定める割合）

７ 法附則第15条第18項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の３（都市再

生特別措置法（平成14年法律第22号）第２条第５項に規定する特定都市再生緊急整

備地域における法附則第15条第18項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分

の１）とする。

（法附則第15条第39項の条例で定める割合）

８ 法附則第15条第39項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の４とする。

（法附則第15条第43項の条例で定める割合）

９ 法附則第15条第43項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。

（法附則第15条第44項の条例で定める割合）

10 法附則第15条第44項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。

11

  省略

18

19 法附則第15条第１項、第13項、第17項、第18項、第20項から第24項まで、第26

項、第27項、第31項、第35項、第39項、第42項から第44項まで若しくは第47項、第

15条の２第２項又は第15条の３の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、

第２条第２項中「又は第34項」とあるのは「若しくは第34項又は法附則第15条から

第15条の３まで」とする。

20 省略

～

～
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新 旧 条 文

例規名

新   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

   島田市国民健康保険税条例

（国民健康保険税の減額）

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が58万円を超える場合には、58万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が19万円を超える場合には、19万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が16

万円を超える場合には、16万円）の合算額とする。

(1) 省略

(2) 法第703条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が33万円に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき28万円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者（前号に該当する者を除く｡)

ア

  省略

オ

(3) 法第703条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、33万円に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき51万円を加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く｡)

ア

  省略

オ

報告第11号
参   考

～

～
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対 照 表

旧   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

（国民健康保険税の減額）

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が58万円を超える場合には、58万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が19万円を超える場合には、19万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が16

万円を超える場合には、16万円）の合算額とする。

(1) 省略

(2) 法第703条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が33万円に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき27万5,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く｡)

ア

  省略

オ

(3) 法第703条の５に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、33万円に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき50万円を加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く｡)

ア

  省略

オ

～

～
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新 旧 条 文

例規名

新   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

   島田市税条例

○島田市税条例（第１条関係）

（市民税の申告）

第36条の２ 省略

２

  省略

４

５ 第１項又は第４項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得税法第

190条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有するものが、第１項

の申告書を提出するときは、法第317条の２第１項各号に掲げる事項のうち施行規

則で定めるものについては、施行規則で定める記載によることができる。

６

  省略

８

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書）

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者（以下この条において「給与所得者」という｡)で市内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払

者（以下この条において「給与支払者」という｡)から毎年最初に給与の支払を受け

る日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申

告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。

(1) 省略

(2) 省略

(3) 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨

(4) 省略

２

  省略

５

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書）

第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所

得税法第203条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という｡)の支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除

く｡)を有する者若しくは単身児童扶養者である者（以下この条において「公的年金

等受給者」という｡)で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由す

～

～

～

議案第39号
参   考
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対 照 表

旧   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

○島田市税条例（第１条関係）

（市民税の申告）

第36条の２ 省略

２

  省略

４

５

  省略

７

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書）

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者（以下この条において「給与所得者」という｡)で市内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項の給与等の支払者（以下

この条において「給与支払者」という｡)から毎年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、

当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。

(1) 省略

(2) 省略

(3) 省略

２

  省略

５

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書）

第36条の３の３ 所得税法第203条の５第１項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者（以下この条において「公的年金等受給者」という｡)で

市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項の公的年金等

の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」という｡)から毎年最初に同項

に規定する公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところに

より、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、市

～

～

～

‐36‐
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１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11
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14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

べき所得税法第203条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条にお

いて「公的年金等支払者」という｡)から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。

(1) 省略

(2) 省略

(3) 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨

(4) 省略

２ 前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を公的年金等支払者を経

由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該公的年金等支払者を経由して提出した前項又は法第317条の３の３第１項の

規定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公的年金等受給者は、当該

公的年金等支払者が所得税法第203条の６第２項に規定する国税庁長官の承認を受

けている場合に限り、施行規則で定めるところにより、前項又は法第317条の３の

３第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又

は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を提出することができる。

３ 省略

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべき公的年

金等支払者が所得税法第203条の６第６項に規定する納税地の所轄税務署長の承認

を受けている場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出に代え

て、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法によ

り提供することができる。

５ 省略

（市民税に係る不申告に関する過料）

第36条の４ 市民税の納税義務者が第36条の２第１項若しくは第２項の規定により提

出すべき申告書を正当な理由がなくて提出しなかった場合又は同条第７項若しくは

第８項の規定により申告すべき事項について正当な理由がなくて申告をしなかった

場合には、その者に対し、10万円以下の過料を科する。

２ 省略

３ 省略

   附 則

（特別土地保有税の課税の特例）

第15条 省略

（軽自動車税の環境性能割の非課税）

第15条の２ 法第451条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を含む｡)に

掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条において同じ｡)に対

しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元年10月１日から令和２年９月30日

までの間（附則第15条の６第３項において「特定期間」という｡)に行われたときに
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長に提出しなければならない。

(1) 省略

(2) 省略

(3) 省略

２ 前項又は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を公的年金等支払者を経

由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該公的年金等支払者を経由して提出した前項又は法第317条の３の３第１項の

規定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公的年金等受給者は、当該

公的年金等支払者が所得税法第203条の５第２項に規定する国税庁長官の承認を受

けている場合に限り、施行規則で定めるところにより、前項又は法第317条の３の

３第１項の規定により記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又

は法第317条の３の３第１項の規定による申告書を提出することができる。

３ 省略

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべき公的年

金等支払者が所得税法第203条の５第５項に規定する納税地の所轄税務署長の承認

を受けている場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の提出に代え

て、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁的方法によ

り提供することができる。

５ 省略

（市民税に係る不申告に関する過料）

第36条の４ 市民税の納税義務者が第36条の２第１項若しくは第２項の規定によって

提出すべき申告書を正当な理由がなくて提出しなかった場合又は同条第６項若しく

は第７項の規定によって申告すべき事項について正当な理由がなくて申告をしな

かった場合においては、その者に対し、10万円以下の過料を科する。

２ 省略

３ 省略

附 則

（特別土地保有税の課税の特例）

第15条 省略
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限り、第80条第１項の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さない。

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例）

第15条の２の２ 省略

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の賦課徴収

に関し、３輪以上の軽自動車が法第446条第１項（同条第２項において準用する場

合を含む｡)又は法第451条第１項若しくは第２項（これらの規定を同条第４項にお

いて準用する場合を含む｡)の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうか

の判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第29条の９第３項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ｡)に基づき当該判断をするものと

する。

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の環境性能

割につき、その納付すべき額について不足額があることを附則第15条の４の規定に

より読み替えられた第81条の６第１項の納期限（納期限の延長があったときは、そ

の延長された納期限）後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、

国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者

に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含

む｡)により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国

土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申請をした者

又はその一般承継人を当該不足額に係る３輪以上の軽自動車について法附則第29条

の11の規定によりその例によることとされた法第161条第１項に規定する申告書を

提出すべき当該３輪以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車税の環境性能割

に関する規定を適用する。

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の額

は、同項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて計算した金額を加算した金

額とする。

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例）

第15条の６ 省略

２ 省略

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第81条の４（第２号に

係る部分に限る｡)及び前項の規定の適用については、当該軽自動車の取得が特定期

間に行われたときに限り、これらの規定中「100分の２」とあるのは、「100分の

１」とする。

（軽自動車税の種別割の税率の特例）

第16条 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が

最初の法第444条第３項に規定する車両番号の指定（次項から第４項までにおいて

「初回車両番号指定」という｡)を受けた月から起算して14年を経過した月の属する

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第82条の規定の適用については、当

分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。
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（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例）

第15条の２ 省略

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例）

第15条の６ 省略

２ 省略

（軽自動車税の種別割の税率の特例）

第16条 法附則第30条に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の

法第444条第３項に規定する車両番号の指定を受けた月から起算して14年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第82条の規定の適用に

ついては、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。
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省略

２ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対する第82

条の規定の適用については、当該軽自動車が平成31年４月１日から令和２年３月31

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別

割に限り、当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。

第２号ア(ｲ) 3,900円 1,000円

第２号ア(ｳ)ａ 6,900円 1,800円

10,800円 2,700円

第２号ア(ｳ)ｂ 3,800円 1,000円

5,000円 1,300円

３ 法附則第30条第３項第１号及び第２号に掲げる法第446条第１項第３号に規定す

るガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という｡)

のうち３輪以上のものに対する第82条の規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が平成31年４月１日から令和２年３月31日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令

和２年４月１日から令和３年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア(ｲ) 3,900円 2,000円

第２号ア(ｳ)ａ 6,900円 3,500円

10,800円 5,400円

第２号ア(ｳ)ｂ 3,800円 1,900円

5,000円 2,500円

４ 法附則第30条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち３輪以上

のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く｡)に対する第82条の規定の適用につ

いては、当該ガソリン軽自動車が平成31年４月１日から令和２年３月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、

当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。

第２号ア(ｲ) 3,900円 3,000円

第２号ア(ｳ)ａ 6,900円 5,200円

10,800円 8,100円
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省略
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第２号ア(ｳ)ｂ 3,800円 2,900円

5,000円 3,800円

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）

第16条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が

前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するか

どうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第30条の２第１項に規

定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ｡)に基づき当該判断をする

ものとする。

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを第83条

第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）後におい

て知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請を

した者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接

又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む｡)により国土交通大臣の認定

等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消し

たことによるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日

現在における当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車

税の種別割に関する規定（第87条及び第88条の規定を除く｡)を適用する。

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額は、同

項の不足額に、これに100分の10の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。

○島田市税条例（第２条関係）

（個人の市民税の非課税の範囲）

第24条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては、市民税（第２号に該当する者

にあっては、第53条の２の規定によって課する所得割（以下「分離課税に係る所得

割」という｡)を除く｡)を課さない。ただし、法の施行地に住所を有しない者につい

ては、この限りでない。

(1) 省略

(2) 障害者、未成年者、寡婦、寡夫又は単身児童扶養者（これらの者の前年の合

計所得金額が135万円を超える場合を除く｡)

２ 省略

   附 則

（軽自動車税の種別割の税率の特例）

第16条 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が

最初の法第444条第３項に規定する車両番号の指定（次項から第５項までにおいて

「初回車両番号指定」という｡)を受けた月から起算して14年を経過した月の属する

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第82条の規定の適用については、当
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第16条の２ 削除

○島田市税条例（第２条関係）

（個人の市民税の非課税の範囲）

第24条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては、市民税（第２号に該当する者

にあっては、第53条の２の規定によって課する所得割（以下「分離課税に係る所得

割」という｡)を除く｡)を課さない。ただし、法の施行地に住所を有しない者につい

ては、この限りでない。

(1) 省略

(2) 障害者、未成年者、寡婦又は寡夫（これらの者の前年の合計所得金額が135万

円を超える場合を除く｡)

２ 省略

  附 則

（軽自動車税の種別割の税率の特例）

第16条 法附則第30条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が

最初の法第444条第３項に規定する車両番号の指定（次項から第４項までにおいて

「初回車両番号指定」という｡)を受けた月から起算して14年を経過した月の属する

年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第82条の規定の適用については、当
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分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。

省略

２

  省略

４

５ 法附則第30条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車のうち、自家

用の乗用のものに対する第82条の規定の適用については、当該軽自動車が令和３年

４月１日から令和４年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和

５年３月31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動

車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）

第16条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が

前条第２項から第５項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するか

どうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第30条の２第１項に規

定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ｡)に基づき当該判断をする

ものとする。

２ 省略

３ 省略

～
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分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。

２

  省略

４

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）

第16条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が

前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車に該当するか

どうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第30条の２第１項に規

定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ｡)に基づき当該判断をする

ものとする。

２ 省略

３ 省略

～
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（最終印刷日時：2019/05/07 午後 3 時 4 分）
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新 旧 条 文

例規名

新   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

   島田市災害弔慰金の支給等に関する条例

（保証人及び利率）

第14条 援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができる。

２ 援護資金は、保証人を立てる場合は無利子とし、保証人を立てない場合は据置期

間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場合を除き年１パーセント

とする。

３ 第１項の保証人は、援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担するもの

とし、その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。

（償還等）

第15条 援護資金は、年賦償還、半年賦償還又は月賦償還とする。

２ 省略

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法第13条第１

項、令第８条から第11条までの規定によるものとする。

議案第40号
参   考
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（最終印刷日時：2019/05/07 午後 3 時 4 分）

- 1 -

対 照 表

旧   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

（利率）

第14条

援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後は、その利率を延滞の場

合を除き年３パーセントとする。

（償還等）

第15条 援護資金は、年賦償還又は半年賦償還とする。

２ 省略

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法第13

条第１項、令第８条から第12条までの規定によるものとする。
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（最終印刷日時：2019/05/07 午後 3 時 4 分）
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新 旧 条 文

例規名         

新   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

    島田市介護保険条例

（保険料率）

第４条 平成30年度から令和２年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲

げる第１号被保険者（介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という｡)第

９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ｡)の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。

(1)

省略

(11)

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る令和元年

度及び令和２年度の各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、22,950

円とする。

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦

課に係る令和元年度及び令和２年度の各年度における保険料率について準用する。

この場合において、前項中「22,950円」とあるのは、「35,190円」と読み替えるも

のとする。

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額

賦課に係る令和元年度及び令和２年度の各年度における保険料率について準用す

る。この場合において、第２項中「22,950円」とあるのは、「44,370円」と読み替

えるものとする。

（普通徴収に係る納期）

第５条 省略

２ 省略

３ 省略

４ 納期ごとの分割金額に100円未満の端数があるとき、又はその分割金額が100円未

満であるときは、その端数金額又はその全額は、全て最初の納期に係る分割金額に

合算するものとする。

（保険料の減額又は免除）

第13条 省略

２ 前項の規定により保険料の減額又は免除を受けようとする者は、普通徴収の方法

により保険料を徴収されている者については納期限前７日までに、特別徴収の方法

により保険料を徴収されている者については特別徴収対象年金給付の支払日前７日

までに、次に掲げる事項を記載した申請書に減額又は免除を受けようとする理由が

証明できる書類を添付して、市長に提出しなければならない。

(1)

議案第41号
参   考

～
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（最終印刷日時：2019/05/07 午後 3 時 4 分）
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対 照 表

旧   条   文

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

（保険料率）

第４条 平成30年度から平成32年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲

げる第１号被保険者（介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という｡)第

９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ｡)の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。

(1)

省略

(11)

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る平成30年

度から平成32年度までの各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、

27,540円とする。

（普通徴収に係る納期）

第５条 省略

２ 省略

３ 省略

４ 納期ごとの分割金額に100円未満の端数があるとき、又はその分割金額が100円未

満であるときは、その端数金額又はその全額は、すべて最初の納期に係る分割金額

に合算するものとする。

（保険料の減額又は免除）

第13条 省略

２ 前項の規定により保険料の減額又は免除を受けようとする者は、普通徴収の方法

により保険料を徴収されている者については納期限前７日までに、特別徴収の方法

により保険料を徴収されている者については特別徴収対象年金給付の支払に係る月

の前前月の15日までに、次に掲げる事項を記載した申請書に減額又は免除を受けよ

うとする理由が証明できる書類を添付して、市長に提出しなければならない。

(1)

～
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１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

省略

(3) 

３ 省略

（保険料に関する申告）

第14条 第１号被保険者は、毎年度４月15日まで（保険料の賦課期日後に第１号被保

険者の資格を取得した者は、当該資格を取得した日から15日以内）に、第１号被保

険者本人の所得状況及び当該者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者の

市町村民税の課税者の有無その他市長が必要と認める事項を記載した申告書を市長

に提出しなければならない。ただし、次に掲げる者については、この限りでない。

(1)

省略

(3)

～

～
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１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

省略

(3)

３ 省略

（保険料に関する申告）

第14条 第１号被保険者は、毎年度４月15日まで（保険料の賦課期日後に第１号被保

険者の資格を取得した者は、当該資格を取得した日から15日以内）に、第１号被保

険者本人の所得状況並びに当該者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者

の市町村民税の課税者の有無その他市長が必要と認める事項を記載した申告書を市

長に提出しなければならない。ただし、次に掲げる者については、この限りではな

い。

(1)

省略

(3)

～

～
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入札結果表及び消防ポンプ自動車の概要

１ 入札結果表

事業名 令和元年度消防ポンプ自動車購入事業

（単位：円）

予 定 価 格 41,816,445

入札書比較価格 38,014,950

業 者 名
入札書記載金額

結果
第１回

㈱ケイショウ車体 38,000,000 決定

ジーエムいちはら工業㈱東京営業所 38,800,000

日本機械工業㈱ 本社営業部 39,200,000

㈱日消機械工業 39,300,000

㈱畠山ポンプ製作所 39,500,000

㈲協和消防機商会 39,700,000

旭産業㈱ 39,800,000

㈱東海消防機材商会 静岡営業所 39,800,000

小川ポンプ工業㈱ 三島営業所 40,000,000

㈱ナカムラ消防化学 東京営業所 40,700,000

㈱日本防災システム 41,000,000

長野ポンプ㈱ 東京営業所 42,000,000

契約金額 41,800,000

※ 予定価格は、消費税及び地方消費税の額を含む。

２ 納入期限

令和２年３月31日

議案第43号
参   考
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３ 配置場所

島田市消防団第５分団２部及び第16分団１部

４ 規格・仕様

台 数 ２台

駆 動 方 式 四輪駆動

主 ポ ン プ Ａ－２級検定合格

真空ポンプ 無給油式

警 音 装 置 電子サイレン、モーターサイレン、外部スピーカー

照 明 装 置 ＬＥＤ製サーチライト、散光式警告灯

塗 装 防錆加工、朱色アクリルウレタン塗装、文字記入

主な備品等 可搬ポンプ（Ｃ－１級）、バルーン投光機、発電機
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市道認定路線位置図

旭二丁目 15号線

島田第五小学校

議案第44号
参   考
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市道認定路線位置図

金谷栄町１号線

金谷栄町２号線
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